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１ 目的 

予算編成における意思決定過程の公表は、市民の皆様からお預かりした税金を無駄に

することなく、いかに効率よく効果的な事業に配分をしていくかなどの説明責任を全う

することを目的に行っているものです。 

予算編成過程を分かりやすく公表し、積極的な行政情報の「見える化」に取り組んで

います。 

２ 公表の内容 

予算要求及び査定の状況（会計別・款別・事務事業別の要求と査定経過） 

３ 本資料について 

（１）本資料は、平成２８年６月補正予算編成における、各局の予算要求から財政局長・

市長査定を経て、議会へ提出した予算案を編成する過程を示したものです。 

（２）査定とは、各局から要求のあった経費の妥当性などを調査し、決定することをいい

ます。今回の公表では、財政局長査定額と市長査定額を掲載しています。 

（３）問い合わせ先 

① 事業の内容及び予算要求内容 ⇒ 各事業所管課 

② 事業の査定結果 ⇒ 財政課 
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４　予算要求及び査定の状況（議案第76号）
（１）　会計別一覧

（単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

468,920,000 27,981 27,981 27,981 27,981

国 民 健 康 保 険 事 業 134,762,000

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 21,366,000

介 護 保 険 事 業 78,032,000

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 67,000

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 352,000

用 地 先 行 取 得 事 業 1,546,000

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 1,555,000

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 2,281,000

浦和東部第一特定土地区画整理事業 2,668,000

南 与 野 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 事 業 1,425,000

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 734,000

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 433,000

南 平 野 土 地 区 画 整 理 事 業 20,000

大門下野田特定土地区画整理事業 127,000

公 債 管 理 83,996,000

計 329,364,000 0 0 0 0

企 水 道 事 業 44,377,063

業 病 院 事 業 16,643,423

会 下 水 道 事 業 54,298,560

計 計 115,319,046 0 0 0 0

913,603,046 27,981 27,981 27,981 27,981

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

合 計
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（２）　款別一覧(一般会計)
（歳　入） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

1 市 税 226,744,261

2 地 方 譲 与 税 2,849,001

3 利 子 割 交 付 金 315,000

4 配 当 割 交 付 金 1,739,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 1,300,000

6 地 方 消 費 税 交 付 金 18,700,000

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 74,000

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 836,001

9 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,060,001

10 地 方 特 例 交 付 金 925,000

11 地 方 交 付 税 5,645,000

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 356,000

13 分 担 金 及 び 負 担 金 3,209,543

14 使 用 料 及 び 手 数 料 8,743,260

15 国 庫 支 出 金 78,848,177

16 県 支 出 金 18,933,492 27,981 27,981 27,981 27,981

17 財 産 収 入 1,298,435

18 寄 附 金 240,001

19 繰 入 金 13,875,539

20 繰 越 金 1

21 諸 収 入 30,346,688

22 市 債 47,881,600

468,920,000 27,981 27,981 27,981 27,981

（歳　出） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

1 議 会 費 1,684,435 　   

2 総 務 費 42,920,160 27,981 27,981 27,981 27,981

3 民 生 費 185,490,419

4 衛 生 費 37,465,088

5 労 働 費 406,178    

6 農 林 水 産 業 費 1,820,993    

7 商 工 費 15,981,900    

8 土 木 費 79,342,185    

9 消 防 費 15,874,197 　   

10 教 育 費 38,607,491 　   

11 災 害 復 旧 費 5 　   

12 公 債 費 49,126,949 　   

13 予 備 費 200,000 　   

468,920,000 27,981 27,981 27,981 27,981

款

歳  入  合  計

款

歳　出　合　計
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（３）　事務事業別の要求と査定経過
（一般会計） （単位：千円）

15

事務事業名 参議院議員通常選挙費 補正額

選挙管理委員会事務局/選挙課

補正前予算額

27,981
局/部/課

27,981

款/項/目

426,870

27,981

〔要求と査定経過〕

27,981

査定区分 A

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

2款 総務費/6項 選挙費/5目 参議院議員通常選挙費 予算書Ｐ. 要求

財政局長

市長

＜補正の目的・内容＞
　選挙人の利便性及び投票率を向上させるため、駅周辺や大型商業施設など日常的
に人が集まる場所に臨時期日前投票所を増設する経費について、補正を行うもので
す。

＜事業の目的・内容＞
　任期満了による参議院議員通常選挙の適正な執行を図ります。
　任期満了日　平成28年7月25日

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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５　予算要求及び査定の状況（議案第77号～第79号）
（１）　会計別一覧

（単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

468,947,981 842,668 839,596 839,596 839,596

国 民 健 康 保 険 事 業 134,762,000

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 21,366,000

介 護 保 険 事 業 78,032,000 534,944 534,944 534,944 534,944

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 67,000

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 352,000

用 地 先 行 取 得 事 業 1,546,000

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 1,555,000

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 2,281,000

浦和東部第一特定土地区画整理事業 2,668,000

南 与 野 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 事 業 1,425,000

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 734,000

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 433,000

南 平 野 土 地 区 画 整 理 事 業 20,000

大門下野田特定土地区画整理事業 127,000

公 債 管 理 83,996,000

計 329,364,000 534,944 534,944 534,944 534,944

企 水 道 事 業 44,377,063

業 病 院 事 業 16,643,423 22,585 29,872 29,872 29,872

会 下 水 道 事 業 54,298,560

計 計 115,319,046 22,585 29,872 29,872 29,872

913,631,027 1,400,197 1,404,412 1,404,412 1,404,412

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

合 計
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（２）　款別一覧(一般会計)
（歳　入） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

1 市 税 226,744,261

2 地 方 譲 与 税 2,849,001

3 利 子 割 交 付 金 315,000

4 配 当 割 交 付 金 1,739,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 1,300,000

6 地 方 消 費 税 交 付 金 18,700,000

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 74,000

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 836,001

9 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,060,001

10 地 方 特 例 交 付 金 925,000

11 地 方 交 付 税 5,645,000

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 356,000

13 分 担 金 及 び 負 担 金 3,209,543

14 使 用 料 及 び 手 数 料 8,743,260

15 国 庫 支 出 金 78,848,177 680,579 678,163 678,163 678,163

16 県 支 出 金 18,961,473 162,387 162,387 162,387 162,387

17 財 産 収 入 1,298,435

18 寄 附 金 240,001

19 繰 入 金 13,875,539 42,000 42,000 42,000 42,000

20 繰 越 金 1 95,002 94,346 94,346 94,346

21 諸 収 入 30,346,688

22 市 債 47,881,600 △ 137,300 △ 137,300 △ 137,300 △ 137,300

468,947,981 842,668 839,596 839,596 839,596

（歳　出） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

1 議 会 費 1,684,435

2 総 務 費 42,948,141 460,969 460,637 460,637 460,637

3 民 生 費 185,490,419 270,843 270,843 270,843 270,843

4 衛 生 費 37,465,088 3,630 3,630 3,630 3,630

5 労 働 費 406,178

6 農 林 水 産 業 費 1,820,993

7 商 工 費 15,981,900 55,530 52,790 52,790 52,790

8 土 木 費 79,342,185

9 消 防 費 15,874,197 5,446 5,446 5,446 5,446

10 教 育 費 38,607,491 46,250 46,250 46,250 46,250

11 災 害 復 旧 費 5

12 公 債 費 49,126,949

13 予 備 費 200,000

468,947,981 842,668 839,596 839,596 839,596

款

歳  入  合  計

款

歳　出　合　計
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（３）　事務事業別の要求と査定経過
（一般会計） （単位：千円）

37

37

37

財政局長 6,725

市長 6,725

査定区分 A

補正前予算額 74,941

2款 総務費/1項 総務管理費/11目 自治振興費 予算書Ｐ. 要求 6,725

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜補正の目的・内容＞
　障害者への消費者トラブルを未然に防止するため、埼玉県消費者行政活性化補助
金を活用し、啓発の強化に資するガイドブックの作成等の経費について、補正を行
うものです。

＜事業の目的・内容＞
　市民からの消費生活相談に適切に対応するため、研修参加による消費生活相談員
の資質の向上、弁護士など専門家の意見を取り入れた消費生活相談の充実を図りま
す。また、増加傾向にある高齢者の被害への対応をはじめ、受講者の特性に合わせ
た消費生活講座・セミナーなどを通じ、消費者教育・消費者啓発を推進します。

事務事業名 防犯対策事業 補正額 13,807
局/部/課 市民局/市民生活部/市民生活安全課

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/11目 自治振興費 予算書Ｐ.

〔要求と査定経過〕

要求 13,807

要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

債務負担行為の設定

〔要求と査定経過〕

＜補正の目的・内容＞
　人形博物館開館後の展示事業の充実に必要な資料を収集するため、資料を購入す
る経費について、補正を行うものです。また、東京オリンピック・パラリンピック
開催までの開館に向け、ＤＢ事業(実施設計･建設工事)の事業者を募集する必要が
あるため、債務負担行為の設定を行うものです。

要求 42,000

事務事業名 （仮称）岩槻人形博物館整備事業 補正額 42,000
局/部/課 スポーツ文化局/文化部/文化振興課文化施設建設準備室

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/14目 生活文化施設費 予算書Ｐ.

事務事業名 消費者行政推進事業 補正額 6,725
局/部/課 市民局/市民生活部/消費生活総合センター 〔要求と査定経過〕

款/項/目

＜補正の目的・内容＞
　高齢者の振り込め詐欺被害を防止するため、埼玉県消費者行政活性化補助金を活
用し、自動通話録音装置を貸し出す経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 31,011

査定区分 A

財政局長 42,000

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　本市の特色ある人形文化の振興を図るため、日本人形を中心とした展示や講座な
どを実施するとともに、観光振興等にも寄与するため(仮称)岩槻人形博物館を整備
します。

査定の考え方

市長 42,000

査定区分 A

補正前予算額 91,423

財政局長 13,807

市長 13,807

＜事業の目的・内容＞
　安心して暮らせる安全なまちづくりを推進するため、市民、事業者、警察等関係
機関との連携の下、広報啓発活動を通じて市民の防犯や暴力排除意識の向上を図る
とともに、地域における自主防犯活動の支援や暴力排除活動を推進します。

<債務負担行為>

事　　項 期　　間 限 度 額
財 源 内 訳

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

(仮称)岩槻人形博物館整備事業
平成28年度から
平成31年度まで

1,731,169 0 1,558,000 0 173,169

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

37

37

＜補正の目的・内容＞
　国が示した「自治体情報システム強靭性向上モデル」を踏まえ、特定個人情報及
びその他の情報資産をインターネットの脅威から保護するため、システム導入等の
経費について、補正を行うものです。

査定区分 B

補正前予算額 2,535,198

査定の考え方 要求内容について適正と認められるため、事業費を精査した上で、補正予算に計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　行政サービスや社会生活の基礎となる、戸籍や住民基本台帳等に関する事務を正
確かつ迅速に行い、市民サービスの向上を目指します。

＜補正の目的・内容＞
　通知カード・マイナンバーカード関連事務を委任している地方公共団体情報シス
テム機構に支払う交付金に不足が見込まれるため、補正を行うものです。
　また、マイナンバーカード未交付分を早期に解消するため、派遣職員の継続配置
に係る経費について、補正を行うものです。

財政局長 350,198

款/項/目 2款 総務費/2項 企画費/1目 企画総務費 予算書Ｐ. 〔要求と査定経過〕

＜事業の目的・内容＞
　政令指定都市にふさわしい行政運営の効率化や質の高い市民サービスの提供を行
うことを目的として、情報システムの効率的・安定的な管理運用を行います。

要求 48,239

財政局長 47,907

市長 47,907

局/部/課 市民局/市民生活部/情報システム課 債務負担行為の設定

事務事業名 情報化推進事業 補正額 47,907

款/項/目 2款 総務費/4項 戸籍住民基本台帳費/1目 戸籍住民基本台帳費 予算書Ｐ. 要求 350,198

事務事業名 戸籍住民基本台帳事務事業 補正額 350,198
局/部/課 市民局/区政推進部 〔要求と査定経過〕

市長 350,198

査定区分 A

補正前予算額 511,759

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

<債務負担行為>

事　　項 期　　間 限 度 額
財 源 内 訳

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

情報セキュリティ強化対応シス
テム賃借料

平成29年度から
平成33年度まで

220,605 0 0 0 220,605

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

37

37

37

査定区分 A

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

補正前予算額 870,742

＜補正の目的・内容＞
　(仮称)宝来グラウンド・ゴルフ場の整備について、実施設計の遅延に伴い、整備
スケジュールに合わせて、継続費の変更を行うものです。

事務事業名 老人福祉センター等管理運営事業 補正額 △ 188,167

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

財政局長 24,771

市長 24,771

査定区分 A

補正前予算額 3,483,561

＜事業の目的・内容＞
　父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の
促進に寄与するため、児童扶養手当を支給します。

＜補正の目的・内容＞
　児童扶養手当法の改正により、12月の定期払から第2子及び第3子以降の手当加算
額が増額されることに伴い、システム改修が必要となるため、補正を行うもので
す。

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/2目 児童福祉費 予算書Ｐ. 要求 24,771

事務事業名 児童扶養手当事務事業 補正額 24,771
局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

事務事業名 老人福祉施設等施設建設補助事業 補正額 365,339
局/部/課 保健福祉局/福祉部/介護保険課 〔要求と査定経過〕

局/部/課 保健福祉局/福祉部/高齢福祉課 継続費の変更

款/項/目 3款 民生費/3項 老人福祉費/3目 老人福祉施設費 予算書Ｐ. 〔要求と査定経過〕

＜事業の目的・内容＞
　老人福祉センター等の指定管理者による管理運営、施設修繕、公共建築物定期点
検等を行い、施設利用者へのサービス向上を図ります。

要求 △ 188,167

財政局長 △ 188,167

市長 △ 188,167

款/項/目 予算書Ｐ. 要求 365,3393款 民生費/3項 老人福祉費/3目 老人福祉施設費

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

財政局長 365,339

市長 365,339

査定区分 A

補正前予算額 1,962,124

＜事業の目的・内容＞
　老人福祉施設等について、施設設置者の負担軽減を図り、社会福祉法人等の積極
的な整備意欲を喚起し、介護基盤の整備を推進するため、建設費用等の整備費の一
部を助成します。
＜補正の目的・内容＞
　市内で介護ロボット等の導入を予定している事業者及び地域密着型介護老人福祉
施設の整備を予定している社会福祉法人に費用の一部を助成するため、補正を行う
ものです。

<継続費の変更>

29
補正前 0

計

192,763 0 140,400 0 52,363

補正後 4,596 0 0 0 4,596

事 業 名 年 度 年 割 額
財 源 内 訳

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

( 仮 称 ) 宝 来
グ ラ ウ ン ド ・
ゴ ル フ 場 整備 事業

27
補正前 48,190 0 29,900 0 18,290

補正後 48,190 0 29,900 0 18,290

28
補正前

240,953 0 170,300 0 70,653

0 0 0 0

補正後 188,167 0 140,400 0 47,767

補正前 240,953 0 170,300 0 70,653

補正後

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

37

39

39

査定の考え方 要求内容について適正と認められるため、事業費を精査した上で、補正予算に計上しました。

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 予算書Ｐ. 要求 35,795

＜事業の目的・内容＞
　交通の結節点という拠点性を活かし、東日本地域の地方創生を成し遂げるため、
交流人口の拡大や経済活動促進のための事業を実施します。

財政局長 33,379

市長 33,379

査定区分 B
＜補正の目的・内容＞
　国の平成27年度補正予算｢地方創生加速化交付金｣を活用し、広域連携による地域
活性化、地方創生を推進するため、(仮称)東日本連携支援センターの設置を見据
え、同センターの開設時に必要な機能の実証事業を行うための経費について、補正
を行うものです。

補正前予算額 35,652

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 広域連携推進事業 補正額 33,379
局/部/課 経済局/商工観光部/経済政策課 〔要求と査定経過〕

＜事業の目的・内容＞
　感染症の発生及びまん延を予防するため、予防接種を個別接種で実施します。

財政局長 3,630

市長 3,630

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　平成28年10月に施行される予防接種法に係る政省令等の改正に基づき、Ｂ型肝炎
ワクチンが定期接種として新たに導入されることに伴い、対象者への通知及び予防
接種システムの改修に必要な経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 3,016,010

事務事業名 予防接種事業 補正額 3,630
局/部/課 保健福祉局/保健所/疾病予防対策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 4款 衛生費/1項 保健衛生費/2目 予防費 予算書Ｐ. 要求 3,630

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

財政局長 68,900

市長 68,900

査定区分 A

補正前予算額 16,230,926＜補正の目的・内容＞
　保育所等における保育士の業務負担軽減を図るため、ＩＣＴ化推進のための保育
システムの購入に要する経費及び、保育所等における事故防止や事故後の検証のた
めのカメラの設置に要する経費を助成するため、補正を行うものです。

＜事業の目的・内容＞
　特定教育・保育施設(私立認可保育所、認定こども園、私立幼稚園)及び特定地域
型保育事業(小規模保育等)の安定した運営及び入所児童の処遇向上を図るため、保
育の実施に係る経費の給付及び多様な保育ニーズに対応した各種補助事業に係る経
費の助成を行います。

局/部/課 子ども未来局/幼児未来部/保育課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 予算書Ｐ. 要求 68,900

事務事業名 特定教育・保育施設等運営事業 補正額 68,900

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

39

39

39

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

款/項/目 9款 消防費/1項 消防費/3目 消防施設費 予算書Ｐ. 要求 5,446

＜事業の目的・内容＞
　消防体制の充実強化及び消防署所を計画的に整備するため、(仮称)見沼区片柳地
区消防署の設計等を行います。また、消防団の充実強化に係る事業を推進するた
め、消防分団車庫の建設工事及び設計業務等を行います。

財政局長 5,446

市長 5,446

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　平成29年度に(仮称)新片柳分団車庫の建設工事を完了させるため、実施設計及び
地質調査に要する経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 392,429

査定の考え方 要求内容について適正と認められるため、事業費を精査した上で、補正予算に計上しました。

事務事業名 消防施設等整備事業 補正額 5,446
局/部/課 消防局/総務部/消防施設課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/3目 観光費 予算書Ｐ. 要求 12,269

＜事業の目的・内容＞
　本市の観光振興を図るため、各種観光団体等と連携しながら、観光パンフレット
の作成・配布や観光大使の活動などを通じて、市内の観光資源を積極的にＰＲする
など、本市の観光の魅力を広く市内外に発信する各種事業を実施します。

財政局長 11,945

市長 11,945

査定区分 B
＜補正の目的・内容＞
　国の平成27年度補正予算｢地方創生加速化交付金｣を活用し、外国人観光客の増加
と地域消費の拡大を図るため、本市と東日本連携各都市の物産、文化、イベント、
グルメなどの観光資源を組み合わせたツアーを企画し、海外に対しプロモーション
を展開するための経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 51,764

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 観光推進対策事業 補正額 11,945
局/部/課 経済局/商工観光部/観光国際課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 7款 商工費/1項 商工費/2目 商工振興費 予算書Ｐ. 要求 7,466

＜事業の目的・内容＞
　地域に集積する研究開発型ものづくり企業に対し、企業認証支援、国際技術交流
推進、医療ものづくり都市構想推進などにより、競争力強化や海外市場の開拓、新
規事業分野の開拓につながる支援を実施します。

財政局長 7,466

市長 7,466

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　国の平成27年度補正予算｢地方創生加速化交付金｣を活用し、医療機器・関連分野
での製品化を担う人材を育成するため、｢メディカルエンジニアリング講座～さい
たま医療ものづくりカレッジ～｣に関する経費について、補正を行うものです。

補正前予算額 172,000

事務事業名 新産業育成支援事業 補正額 7,466
局/部/課 経済局/商工観光部/産業展開推進課 〔要求と査定経過〕

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

39

（特別会計） （単位：千円）

＜事業の目的・内容＞
　介護保険料の賦課・徴収、要介護認定、介護保険サービス利用に対する保険給付
等の事務を行い、制度の円滑な運営を図ります。また、地域支援事業として、要介
護認定者となることを予防する介護予防事業や地域包括支援センターの設置・運営
及び要介護者又は家族介護者を支援する事業を行います。

＜補正の目的・内容＞
　平成27年度に国、県及び社会保険診療報酬支払基金から交付を受けた負担金・交
付金について額が確定したことから、超過交付分を償還するため、補正を行うもの
です。

会計名 介護保険事業特別会計 補正額 534,944
局/部/課 保健福祉局/福祉部/介護保険課 〔要求と査定経過〕

予算書Ｐ. 要求 534,944

財政局長 534,944

市長 534,944

査定区分 A

補正前予算額 78,032,000

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

款/項/目 10款 教育費/2項 小学校費/3目 学校建設費 予算書Ｐ. 〔要求と査定経過〕

＜事業の目的・内容＞
　仲町小学校において児童数の増加による教室不足が見込まれるため、校舎の増築
を行います。

要求 46,250

財政局長 46,250

市長 46,250

＜補正の目的・内容＞
　平成28年3月に策定した｢与野本町小学校複合施設整備基本計画｣に基づき、与野
本町小学校の北校舎や周辺の公共施設を複合化するため、複合施設の建設や南校舎
等の大規模改修に関する基本設計及び実施設計に要する経費について、補正を行う
ものです。

査定区分 A

補正前予算額 44,429

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

51

事務事業名 小学校校舎増改築事業 補正額 46,250
局/部/課 教育委員会事務局/管理部/学校施設課 継続費の設定

<継続費の設定>

28

29

計

与 野 本 町 小 学 校
複合施設設計事業

46,250 0 0 0 46,250

69,373 0 0 0 69,373

115,623 0 0 0 115,623

事 業 名 年度 事 業 費
財 源 内 訳

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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（企業会計） （単位：千円）

病院事業会計補正予算書

病院事業会計 補正額

査定の考え方 要求内容について適正と認められるため、事業費を精査した上で、補正予算に計上しました。

②保健福祉局/市立病院経営部/財務課

予算書

＜事業の目的・内容＞

　さいたま市唯一の公立病院であり、地域の基幹病院として、市民が必要とする医
療機能と役割を持った信頼される病院を目指します。地域がん診療連携拠点病院と
しての高度医療機器の整備、緩和医療としてのがんサロン運営支援など、質の高い
医療を提供します。また、老朽化している施設及び設備を更新し、安定した医療提
供体制の維持と医療機能の強化を図ります。

＜補正の目的・内容＞

　市立病院の施設整備について、平成28年3月に実施設計が完了し、平成32年1月の
開院を目指すため、市立病院本館等の建替工事及び新病院建設予定場所にある既存
棟の解体工事に速やかに着手する必要があることから、市立病院の建替関連経費に
ついて、補正を行うものです。

〔要求と査定経過〕

財政局長

市長

査定区分

29,872

29,872

A

16,643,423補正前予算額

債務負担行為の設定局/部/課

要求 22,585

継続費の設定

会計名 29,872
局/部/課 ①保健福祉局/市立病院経営部/庶務課病院施設整備室

<継続費の設定>

28

29

30

31

計

28

29

計

年度 年 割 額

財 源 内 訳

国 県
支 出 金

企 業 債
一 般 会 計
負 担 金

損 益 勘 定
留保資金等

0 0 0 0 0

8,181 5,185,400 0 576,173

14,369,935 20,452 12,914,500 0 1,434,983

59,249 0 0 0 59,249

11,849 0 0 0 11,849

47,400 0 0 0 47,400

8,610,628 12,271 7,738,500 0 859,857

28,750,317 40,904 25,838,400 0 2,871,013

5,769,754

事 業 名

市 立病 院 建 替 事 業

市立病院プレハブ棟
・ サ ー ビ ス 棟
解 体 事 業

<債務負担行為>

埋蔵文化財調査・発掘業
務

平成28年度から
平成29年度まで

3,982 0 0 0 3,982

事　　項 期　　間 限 度 額

財 源 内 訳

国 県
支 出 金

企 業 債
一般会計
負 担 金

損 益 勘 定
留保資金等

市立病院建替工事総合評
価入札発注支援業務

平成28年度から
平成29年度まで

9,044 0 0 0 9,044

市立病院建替工事起工式
業務

平成28年度から
平成29年度まで

2,000 0 0 0 2,000

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％以上100％未満　C:査定率60％以上80％未満
　　　　　　　　 D:査定率40％以上60％未満　E:査定率40％未満
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